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回次
第34期

第１四半期累計期間
第35期

第１四半期累計期間
第34期

会計期間
自2022年４月１日
至2022年６月30日

自2023年４月１日
至2023年６月30日

自2022年４月１日
至2023年３月31日

売上高 （千円） 1,737,376 1,988,617 7,994,236

経常利益 （千円） 61,375 84,669 409,666

四半期（当期）純利益 （千円） 40,392 52,454 259,574

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数 （株） 14,451,000 14,451,000 14,451,000

純資産額 （千円） 3,460,588 3,703,323 3,679,770

総資産額 （千円） 7,408,113 7,376,392 7,459,857

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 2.80 3.63 17.96

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 2.00

自己資本比率 （％） 46.7 50.2 49.3

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用する関連会社がないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項につきましては、当四半期報告書提出日現在において判断したものであります。

（１）経営成績の状況

　当第１四半期累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）におけるわが国経済は、新型コロナウイルス

感染症が５類に引き下げられたことで、経済活動が正常化に向けて動き出しているものの、原油・原材料価格の高

騰や為替レートの変動により物価の上昇が続いていることなど、個人の消費マインドを低下させる要因となってお

り、先行きに対する不透明感が依然として続いております。

　このような環境の中、当社では、新規顧客の獲得と更なる顧客サービスの向上に努めてまいりました。

　当第１四半期累計期間におきましては、基軸部門である車販売部門と車検部門、業務スーパー部門を中心に堅調

に推移いたしました。車販売部門においては、新車の供給遅れが徐々に回復してきたことや、中古車販売の取扱店

舗の拡大、オークション販売の増加により堅調に推移いたしました。車検部門においては、安全・安心・明朗会計

を基本方針として入庫促進に努めた結果、お客様からのご支持をいただき堅調に推移いたしました。業務スーパー

部門においては、千葉県匝瑳市へ６店舗目となる「業務スーパー八日市場店」を６月22日にオープンいたしまし

た。地域のお客様にご好評をいただき、既存店舗とともに堅調に推移いたしました。今後についても、株式会社神

戸物産や関係取引先と緊密に連携しながら出店候補物件の調査・選定を継続し、業務スーパーの積極的な出店を視

野に成長エンジンとして更なる強化を図ってまいります。

　また、引き続き異業種との店舗複合化を推進することで、地域の皆様の利便性の向上や新たな客層の来店促進に

繋げ、収益基盤の強化を図ってまいります。

　以上の結果、当社の当第１四半期累計期間における売上高は1,988百万円（前年同四半期比14.5％増）、営業利益

は59百万円（前年同四半期比92.6％増）、経常利益は84百万円（前年同四半期比38.0％増）、四半期純利益は52百

万円（前年同四半期比29.9％増）となりました。

（２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財務状況、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

（３）財政状態の状況

　当第１四半期会計期間末の総資産は7,376百万円と、前事業年度末比83百万円(1.1％)の減少となりました。負債

は3,673百万円となり前事業年度末比107百万円（2.8％）の減少、純資産は3,703百万円で、前事業年度末比23百万

円（0.6％）の増加となりました。この結果、自己資本比率は、前事業年度末比0.9ポイント増の50.2％となりまし

た。

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題についての重要な変更、ま

たは、新たに生じた優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題はありません。

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,600,000

計 39,600,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,451,000 14,451,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 14,451,000 14,451,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年４月１日～

2023年６月30日
－ 14,451,000 － 100,000 － 1,611,819

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2023年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

2023年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,447,400 144,474 －

単元未満株式 普通株式 3,400 － －

発行済株式総数 14,451,000 － －

総株主の議決権 － 144,474 －

①【発行済株式】

（注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権の数３個)含まれております。

2023年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社オートウェーブ
千葉市稲毛区宮野木町

1850番地
200 － 200 0.0

計 － 200 － 200 0.0

②【自己株式等】

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（2023年４月１日から2023年

６月30日まで）及び第１四半期累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期財務諸表につい

て、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前事業年度
（2023年３月31日）

当第１四半期会計期間
（2023年６月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 606,736 529,615

売掛金 280,946 223,783

商品及び製品 559,823 562,800

その他 323,184 345,226

貸倒引当金 △1,118 △830

流動資産合計 1,769,572 1,660,596

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,968,974 1,964,009

土地 2,512,186 2,512,186

その他（純額） 334,515 353,194

有形固定資産合計 4,815,675 4,829,390

無形固定資産 30,111 28,907

投資その他の資産

敷金及び保証金 804,552 815,655

その他 40,130 42,027

貸倒引当金 △184 △184

投資その他の資産合計 844,498 857,498

固定資産合計 5,690,285 5,715,796

資産合計 7,459,857 7,376,392

負債の部

流動負債

買掛金 239,154 261,304

短期借入金 ※１,※２ 400,000 ※１,※２ 400,000

１年内返済予定の長期借入金 ※１,※２ 200,000 ※１,※２ 200,000

未払法人税等 100,701 23,005

その他 597,320 600,982

流動負債合計 1,537,176 1,485,292

固定負債

長期借入金 ※１,※２ 1,384,000 ※１,※２ 1,334,000

長期預り保証金 455,515 436,494

資産除去債務 391,835 396,592

その他 11,558 20,690

固定負債合計 2,242,910 2,187,777

負債合計 3,780,087 3,673,069

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 2,505,877 2,505,877

利益剰余金 1,074,049 1,097,601

自己株式 △155 △155

株主資本合計 3,679,770 3,703,323

純資産合計 3,679,770 3,703,323

負債純資産合計 7,459,857 7,376,392

１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】
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（単位：千円）

前第１四半期累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年６月30日）

売上高 1,737,376 1,988,617

売上原価 1,129,963 1,333,379

売上総利益 607,413 655,237

販売費及び一般管理費 576,592 595,870

営業利益 30,820 59,367

営業外収益

受取手数料 22,522 23,800

廃棄物リサイクル収入 5,236 4,813

その他 10,073 3,036

営業外収益合計 37,831 31,650

営業外費用

支払利息 6,615 5,613

その他 661 733

営業外費用合計 7,277 6,347

経常利益 61,375 84,669

特別損失

固定資産除却損 49 53

特別損失合計 49 53

税引前四半期純利益 61,326 84,616

法人税、住民税及び事業税 12,799 23,029

法人税等調整額 8,134 9,132

法人税等合計 20,934 32,161

四半期純利益 40,392 52,454

（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】
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前事業年度
（2023年３月31日）

当第１四半期会計期間
（2023年６月30日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメン

トの総額

1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 400,000 400,000

計 600,000 600,000

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※１　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を

締結しております。この契約に基づく当第１四半期会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであります。

※２　財務制限条項

　当社は、株式会社三菱UFJ銀行をアレンジャー、株式会社千葉銀行をジョイント・アレンジャーとする協調融資

によるシンジケートローン契約を締結しております。この契約には、財務諸表における貸借対照表上の純資産の部

や損益計算書における経常利益等により算出される一定の指標等を基準とする財務制限条項が付加されておりま

す。

　なお、当第１四半期会計期間末における財務制限条項の対象となる借入金残高は短期借入金400,000千円、１年

内返済予定の長期借入金200,000千円、長期借入金1,334,000千円となっております。

前第１四半期累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年６月30日）

減価償却費 49,176千円 52,392千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月24日

定時株主総会
普通株式 28,901 2 2022年３月31日 2022年６月27日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月23日

定時株主総会
普通株式 28,901 2 2023年３月31日 2023年６月26日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自2022年４月１日　至2022年６月30日）
配当金支払額

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自2023年４月１日　至2023年６月30日）
配当金支払額
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自2022年４月１日　至2022年６月30日）

　当社は店舗ごとを基礎とした「自動車用品販売等事業」の単一セグメントであるため記載を省略しておりま

す。

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自2023年４月１日　至2023年６月30日）

　当社は店舗ごとを基礎とした「自動車用品販売等事業」の単一セグメントであるため記載を省略しておりま

す。

（持分法損益等）

　当社には関連会社が存在しませんので、該当事項はありません。

品目 売上高（千円）

車販売 353,959

タイヤ・ホイール 333,341

車検・鈑金 272,842

オイル・バッテリー 115,999

オーディオ・ビジュアル 80,642

車内・車外用品 55,575

その他 335,018

顧客との契約から生じる収益 1,547,378

その他の収益 189,997

外部顧客への売上高 1,737,376

品目 売上高（千円）

車販売 428,992

タイヤ・ホイール 305,330

車検・鈑金 307,259

オイル・バッテリー 114,273

オーディオ・ビジュアル 60,728

車内・車外用品 54,118

その他 527,916

顧客との契約から生じる収益 1,798,619

その他の収益 189,997

外部顧客への売上高 1,988,617

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

当第１四半期累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）
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前第１四半期累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 2円80銭 3円63銭

（算定上の基礎）

四半期純利益金額（千円） 40,392 52,454

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 40,392 52,454

普通株式の期中平均株式数（千株） 14,450 14,450

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。

- 10 -



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年８月10日

株式会社オートウェーブ

取締役会　御中

仰星監査法人

　東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 原　伸夫

指定社員
業務執行社員

公認会計士 岩渕　誠

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オート

ウェーブの2023年４月１日から2024年３月31日までの第35期事業年度の第１四半期会計期間（2023年４月１日から2023年

６月30日まで）及び第１四半期累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オートウェーブの2023年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなか

った。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上



【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2023年８月10日

【会社名】 株式会社オートウェーブ

【英訳名】 AUTOWAVE CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　  廣岡　大介

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 千葉市稲毛区宮野木町1850番地

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

【表紙】



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長廣岡大介は、当社の第35期第１四半期（自2023年４月１日　至2023年６月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


